
 

（参考） 

1.沖縄県における離島町村の情報格差への取り組み 

 

  （平成 17 年 1 月 8 日付け琉球新報） 

沖縄県は、離島町村の情報格差の解消と活性化に向け、ブロードバンド（高速大容

量）の通信サービスが普及していない離島地域に非対称デジタル加入者線（ＡＤＳＬ）

を導入する「離島ブロードバンド環境整備促進事業」に２００５年度から３ヶ年計画で

着手する。 

沖縄振興特別調整費を活用した国の補助事業で、初年度は伊平屋や渡名喜など９

つの離島町村でＡＤＳＬ設備を整備。０７年度までに竹富島や南北大東島などの整備

を進め、県内全５２市町村でブロードバンド通信を普及させる見通し。 

 県情報政策課は「離島の地理的不利性を克服する島しょ県沖縄にとって画期的な

事業」と位置付けている。 

 ３ヶ年の総事業費は約１０－１１億円を見込む。内閣府沖縄担当部局の０５年度の

新規事業として認められ、３億９３７５万円（事業費ベース）が計上された。 

 ブロードバンド通信は、インターネットを通じた遠隔医療や教育、産業面などで幅広

く利用されているが、県内の離島では採算性などの問題から民間事業者による整備

が進まず、地理的な情報格差が広がる懸念が生じている。 

 総務省の調査では、ブロードバンド通信が提供されている市町村の割合を示す普

及率が、沖縄は７１．２％全国４４位と遅れている。 

 このため、国・県・離島市町村がＡＤＳＬ施設整備やマイクロ回線などの伝送路更新

など、ブロードバンド導入に向けた基盤整備にかかる初期費用を負担。民間事業者

による通信サービスを後押しする。事業費負担率は国が１０分の８、県と市町村が各

１０分の１となっている。 

 事業効果について県情報政策課は「地域の豊かな自然や文化、歴史、特産品など

の情報を県内外に発信することで、観光や農林水産業の振興が図られる」と期待。そ

の一方、サービス運用後の維持費用は民間事業者の負担になるため、「地域住民の

需要喚起など自治体の自助努力も求められる」としている。 
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２．新しい通信技術動向 

 

（1）ＩＰｖ６ 

   ＩＰｖ６とは、インターネットでは世界中で利用されているパソコン（ＰＣ）やワークス

テーション（ＷＳ）にそれぞれ固有のアドレスを付与してメールのやり取りや情報検

索を可能にしている。しかし、現在のインターネットはアドレスを３２ビットで表すＩＰｖ

４（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ ｖｅｒｓｉｏｎ ４）であり、約４３億個のアドレスしか使えない。

しかも現在、そのうちの約３分の２は既に使われており、早ければ２００６年にもアド

レスが不足するといわれている。一方アドレス空間を広げ、アドレスを１２８ビットで

表すＩＰｖ６（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ ｖｅｒｓｉｏｎ ６）が検討され、すでに利用されている。

ＩＰｖ６ではアドレス空間を１２８ビットに拡張する。拡張することにより４３億の４乗個

のアドレスを使うことができる。すなわち、ほぼ無限にアドレスを割り当てることがで

きる。 

ＩＰｖ６では、アドレスがほぼ無限に利用できることから、サーバを介さずにパソコ

ンの端末同士で直接「ピア・ツウ・ピア」の双方向通信をすることができる。また、パ

ソコンやワークステーションだけでなく、冷蔵庫やテレビ、クーラーなどの家電製品、

それに携帯電話や自動車にもアドレスを付与することができる。これにより、情報

家電機器を外出先から遠隔監視したり、操作することができるようになる。 

また、ＩＰｖ６は単なるアドレス空間を拡張するだけではない。ＩＰｖ６によって通信品

質の確保やセキュリティの強化も可能になる。このようにＩＰｖ６は「ｅｎｄ-ｔｏ-ｅｎｄ通

信」と「双方向性」が確保され、ユビキタスネットワーク社会を実現する上でも重要

な基盤技術である。 

次世代インターネット 

    ＩＰｖ６網 

携帯電話 

ＤＶカメラ テレビ 自動車 

ビデオ 

外出先から 

冷蔵庫 

オフィスから 

1. ＩＰアドレス空間の拡張、ｱﾄﾞﾚｽ無限 

2. 通信品質の確保 

3. セキュリティの確保 

4. 高速通信 
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（２）高度に進化する携帯電話 

携帯電話は、無線で話ができるだけの通信機から、今やメールを送受信し、カメラ

撮影をして友人や家族に伝え、会社のデータベースにアクセスできるなど、幅広い能

力を備える万能端末になりました。機能の進化はとどまることなく、ＰＤＡやデジタルカ

メラ、ゲーム端末、音楽プレーヤーを飲み込む勢いで次々と新機種が発表されていま

す。その端緒を開いたのは、なんと言っても「ｉモード」です。ｉモードの技術は、基本的

には通常のインターネットのウェブと同じです。ただ画面が小さく、通信速度も当初は

９６００ｂｐｓと急速にスピードアップする有線の電話回線と比べると非常に遅く、高い

通話料金もあいまってデータ通信には不向きでした。 

  

アナログの「第一世代」から「第二世代」のデジタル式携帯電話では、通信速度に

限界があるため、高速通信が可能な世界共通の規格が「第三世代」の携帯電話です。

周波数帯は現行の８００ＭＨＺ帯から２ＧＨＺに移行します。 

これまでの９６００ｂｐｓや２８．８ｋｂｐｓから一気にメガクラスの伝送速度を獲得すること

で、第三世代携帯電話もブロードバンドの仲間入りを果たしました。 

第三世代携帯電話は、高速通信が可能で世界中どこでも使える国際モバイル通

信を実現しようと、世界の携帯電話の通信事業者やメーカーが「ＩＭＴ－２０００」という

プロジェクト名で推進してきた通信技術です。 

 

      ＩＭＴ－２０００（International Mobile Telecommunication-2000） 

 

・ 世界共通の端末、世界中どこでも通信可能 

・ 無線周波数として２０００MHZ 帯を使用（1.885～2.2GHZ） 

・ 高速通信を目標 

・ 無線アクセス方式 

ｃｄｍａ２０００（北米、ＫＤＤＩ）  

Ｗ－ＣＤＭＡ  （ヨーロッパ、ＮＴＴﾄﾞｺﾓ、Ｊﾌｵﾝ） 

 

国や各キャリアでは、最大１００Ｍｂｐｓと、光ファイバー-並みの高速通信が可能な

第四世代移動通信の研究開発にも取り組んでいます。第四世代移動通信は、携帯

電話だけでなく、無線ＬＡＮや、デジタル放送なども対象にしています。状況に応じて

通信手段が切り替わり、利用者が通信手段を意識することなく、サービスを途切れな

く受けられるようになります。 
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３．ブロードバンドの概念図等 

 

 

 

 

 

  Ｆｉｂｅｒ Ｔｏ Ｔｈｅ Ｈｏｍｅ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入者宅 

パソコン 

加入者宅 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

光電変換装置（集合 

ＭＣまたはＳＬＴ等） 

ルータ 

 

加入者線収容局 

  （ＯＮＵ） 

光電変換装置 

ネットワーク上を流れるデータを他

のネットワークに中継する装置 100Ｍｂｐｓ～1Ｇｂｐｓ 

光ファイバ

ケーブル 

ＰＯＮ方式 
→カプラ等の分岐装置を利用し、1芯の光ファイバを複数の加入

者で共有するネットワーク方式 

光ファイバと銅線ケーブル

を接続し、光信号と電気信

号を相互に変換する装置 
 

100Ｍｂｐｓ～1Ｇｂｐｓ 

100Ｍｂｐｓ～1Ｇｂｐｓ／分岐数 
パソコン 

  （ＭＣ） 

光電変換装置 

ｶﾌﾟﾗ 

 
光ファイバ中の波長を合

成・分波することができる

光素子 

光ファイバ（ＦＴＴＨ） 
ＳＳ方式 
→1芯の光ファイバを1加入者で占有するネットワーク方式
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ＤＳＬ（デジタル加入者回線） 

 Ｄｉｇｉｔａｌ Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ Ｌｉｎｅ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入者宅 

ＤＳＬ 

モデム 
パソコン 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト ルータ 

 

加入者線収容局 

メタルケーブル 

上り数百Ｋｂｐｓ～3Ｍｂｐｓ 

下り数百Ｋｂｐｓ～40Ｍｂｐｓ 

複数のＤＳＬ回線を束ね、ルータなどの

通信機器と接続して基幹回線（バック

ボーン）への橋渡しを行う集線装置 

交換機 
電
話
網 

ＤＳＬＡＭ（デジタル加入

者回線多重化装置） ス
プ
リ
ッ
タ 

 
既存の電話回線を利用するため、新

たにケーブルを敷設する必要はない 

 コンピュータをＤＳＬ回線に接続 

する際に必要になる信号変換機 

電話 

ス
プ
リ
ッ
タ 

 
公衆電話回線網を使ってＡＤＳ

Ｌによるデータ通信を行う際

に、音声信号とデータ信号とを

分離する装置 
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ケーブルインターネット（ＨＦＣ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入者宅 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

ＣＭＴＳ 
ルータ 光ファイバケーブル（幹線路）

ヘッドエンド 

分
配
器 

モデム 

ＤＳＬ 

（光電変換装置） 

ノード 

同軸ケーブ

光伝送装置 

デジタル 

 ＣＭＴＳ（Ｃａｂｌｅ Ｔｅｍｉｎａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ） 

→ＣＡＴＶ回線を利用し、インターネットに接

続するための装置 

受信用アンテナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＡＴＶ事業者の局舎 

ＨＦＣ（Ｈｙｂｒｉｄ ｆｉｂｅｒ Ｃｏａｘ）方式

→幹線路のみ ファイバケーブル

を用い、ノードを介して配線路につ

いては同軸ケーブルを用いるネッ

トワーク方式 

 

光

（地上波、ＣＳ／ＢＳ） 
上り数百Ｋｂｐｓ～数Ｍｂｐｓ 

下り数百Ｋｂｐｓ～100Ｍｂｐｓ 
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 電力線搬送方式（PLC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

光ファイバケーブルによるア

クセス系サービスのドロップ

ケーブルに電力線を利用し、ブ

ロードバンドサービスを提供 

各部屋の電力コンセントに

接続したモデムを介して、家

庭内のどこでもブロードバ

ンドを利用可能 

 宅内系の例

標準 RT-BOX の例 簡易 RT-BOX の例 

 例

-61- 



 

４．用語の解説 

 

用 語 用    語    解    説 

ＡＳＰ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｐｒｏｖｉｄｅｒ 通信事業企業がインタ

ーネット経由で業務ソフトなどのアプリケーションを提供、期

間単位で貸し出すサービス。顧客ユーザーはパソコンや携

帯端末などのハードウェアを準備するだけで最新のアプリケ

ーションを低コストで利用することができる。 

Ｂフレッツ B Ｆｌｅｔｓ ＮＴＴ東日本、西日本が提供する光ファイバを使っ

た家庭向けデータ通信サービスで超高速（100Ｍｂｐｓ以上）

な通信を提供で 様、定額料金きる。他のフレッツサービス同

制を採用している。 

ＤＳＬ Ｄｉｇｉｔａｌ Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ Ｌｉｎｅ デジタル加入者線。光ファイバ

ケーブルの前段階として普及が目指されている。従来型のツ

イストペア銅線ケーブルのままで高速デジタル通信を実現す

る方法。ＡＤＳＬが代表的なもの。 

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略 

社会を目指すとなり軸足が移された。 

政府のＩＴ戦略本部がＩＴを進めるための戦略。この中で５年

以内に世界最先端のＩＴ国家となることを目指すとうたわれて

いる。Ｈ15.7ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱが発表され、ＩＴ活用により、元

気・安心・感度・便利

ＦＴＴＨ Ｆｉｂｅｒ Ｔｏ Ｔｈｅ Ｈｏｍｅ 光ファイバーを使ったネットワーク

を一般家庭に敷設するというもの。これが敷設されると一般

家庭でも本格的なインターネット環境を提供することができ

る。 

ＦＷＡ Ｆｉｘｅｄ Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ａｃｃｅｓｓ 無線データ通信サービスの方

式の 1 つで、加入者系無線アクセスシステムの略。インター

ネットに接続する場合、電話線などの有線ではなく無線で接

続する方法 

ＩＰｖ６ 

 

 

 

 

 

 

に応じたデータの送信などの改良を施した次世代インタ

ーネットプロトコルでＩＰｖ４により運用されている既存のＴＣＰ

／ＩＰネットワークとの互換性も保たれている。 

Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ Ｖｅｒｓｉｏｎ６の略で、アドレス資源が心

配される現行のインターネットプロトコルＩＰｖ４をベースに管

理できるアドレス空間の増大、セキュリティ機能の追加、優

先度
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用 語 用   語   解   説 

ＩＲＵ 

了ができない長期的・安定的な｢線路設備｣の

Indefeasible Right of User 破棄し得ない使用権。 

契約（協定）によって定められ、関係当事者の合意がない限

り破棄又は終

使用権のことを表す。 

ＩＳＤＮ Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ Ｄｉｇｉｔａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋの略で、電話や

データ通信等のサービスを統合的に取り扱うデジタル通信

網。インターネットの普及に伴い契約数が急速に伸びたが、

伝送速度６４Ｋｂｐｓと遅いためＡＤＳＬに変わりつつある。 

ＩＴ 以前はコンピ

ュータで情報を管理することを指していたが、最近では情報

通信技術からその応用利用場面までに広く使用されている。

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 情報通信技術。

ＩＸ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｅｘｃｈａｎｇｅの略でインターネット接続事業者（ＩＳ

Ｐ）相互間を接続する相互接続点のことで、この接続点を経

由して異なるＩＳＰに接続しているコンピュータ同士の通信が

可能となる。 

ＶｏＩＰ Ｖｏｉｃｅ ｏｖｅｒ ＩＰの略で音声をデジタル化してネットワークパ

ケット（ＩＰパケット）に載せて送ることでインターネット電話を

実現する技術。 

ＶＰＮ 味Ｖｉｒｔｕａｌ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｎｅｔｗｏｒｋ 仮想専用ネットワークの意

でインターネット等で接続中の通信経路内に専用の別のネッ

トワークを実現することをいう。 

ＨＤ放送 Ｈｉｇｈ Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ＝高精細度テレビジョン。ＴＶ放送等で画

面の走査線（水平解像度）が 750 本や 1125 本のものを指

す。ハイビジョン放送 

ＳＤ放送 

ＴＶ放送や最近のデジタルＴＶ放送で走査線

Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ＝標準テレビジョン。ＴＶ放送等で今

までのアナログ

が 525 本のものを指す。標準放送  

ＦＰＵ装置 

タルＦＰＵ装置も使われている。 

Ｆｉｅｌｄ Ｐｉｃｋｕｐ Ｕｎｉｔ。マイクロ波を使った野外中継装置の

こと。最近はデジ

ＲＴ－ＢＯＸ局 

置（ＲＴ－ＢＯＸ：遠隔多重装

遠隔地の加入者（加入電話・ＩＳＤＮユーザ）を効率よく自動

交換機設置局に収容するため、交換機から加入者回線収容

位置を遠隔に張り出した収容装

置）を設置した局。遠隔区間は光加入者線多重伝送方式を

使用。 
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・ Ｄ－ｐａ 地上デジタル推進協会ＨＰ 

・ 琉球新報 
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鹿児島県高度情報化推進部会 会員名簿 

 

 役員 会社名 氏名 備考 

１ 部会長 ㈱ｸﾞｯﾄﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 高橋 美博  

２ 副部会長 ㈱南日本情報処理ｾﾝﾀｰ 今井 誠  

３ 副部会長 西日本電信電話㈱鹿児島支店 後藤 民夫  

４ 運営幹事 南日本ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ㈱ 鳩野 浩二  

５  ㈱ｱｲﾃｯｸｽ 六反 俊一  

６  ｱｲﾃｯﾌﾟ㈱ 鶴田 哲也  

７  ㈱ｴﾑ・ﾃﾞｨ・ｴｽ 原口 一登  

８  鹿児島応用技術㈱ 岩切 良文  

９  （財）かごしま産業支援ｾﾝﾀｰ 福本 達郎  

１０  鹿児島情報ｻｰﾋﾞｽ㈱ 吉川  剛一 

１１  ㈱鹿児島頭脳ｾﾝﾀｰ 久保 勝暉  

１２  ㈱鹿児島ﾌｧｺﾑｾﾝﾀｰ 城野 祐一  

１３  鹿児島ﾘｺｰ㈱ 田之上 修一  

１４  九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 脇田 喬  

１５    ㈱九州電算 新井 秀一郎  

１６  ＫＤＤＩ㈱ 中俣 聡美  

１７ ﾀﾝﾄ㈱  親和技術ｺﾝｻﾙ 上野 豊  

１８  ｿﾌﾄﾏｯｸｽ㈱ 大山 初雄  

１９  ﾀﾞｲﾜﾎﾞｳ情報ｼｽﾃﾑ㈱ 小竹 幸人  

２０  南国殖産㈱ 吉満 哲也  

２１  (有)ﾋﾞｰﾗｲﾝ 吉崎 昌幸  

２２  (有)ﾌｫｰｴﾊﾞｰﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 久永 忠範  

２３  富士通㈱鹿児島支店 柳川 均  

２４  ㈱富士通鹿児島ｲﾝﾌｫﾈｯﾄ 丸田 満  

２５  ㈱ｹｲ・ｼｨ・ﾃｨ 野元 育男  

２６  ㈱鹿児島放送 永池 誠悟  

２７  南日本ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀ㈱ 郎 山下 謙一  
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 県高度情報化 グルー

考 

ビジョン政策提言ワーキング プ員名簿 

 

 会社名 氏名 備

１ ㈱南日本情 今井  報処理ｾﾝﾀｰ 誠 

２ 西日本電信電話㈱鹿児島支店 後藤  民夫 

３ 南日本ｺﾝﾋﾟｭ 鳩野 ｰﾀ㈱ 浩二  

４ 九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 山内 博美  

５ ㈱九州電算 新井 秀一郎 リーダー 

６ ㈱九州電算 熊迫 勇  

７ ＫＤＤＩ㈱ 中俣 聡美  

８  (有)ﾌｫｰｴﾊﾞｰﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 久永 忠範 

９ 富士通㈱鹿児島支店 上栗 哲郎  

１０ ㈱鹿児島放送 永池  誠悟 

１１  ㈱ｸﾞｯﾄﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 田中 智明  

１２  ブリーダー 南日本ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀ㈱ 山下 謙一郎 サ
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